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Ⅰ．はじめに
　地方分権が財政再建に主眼が置かれるよう
になったのは、2001年に三位一体改革などと
言われた時期からになる。市町村合併ととも
に地方への税源移譲が行われた。地方分権の
議論は、現在の中央政府が税収を集め、地方
に分配しながらも、行政サービスの業務は市
町村単位で行うという財源と業務量のミス
マッチを改善するという方向には向いていな
い。
　さらに、財源の再分配機能がうまく働いて
いないため、地方交付税制度自体に限界が生
じている。地方分権は地方の自立というより
も財政の問題なのである。
　大阪都構想をはじめとする地方における改
革の波は、潜在的な問題を浮き彫りにした。
都市制度における問題や高度経済成長から低
成長での税収の変化への対応とバブル崩壊後
の財政政策やデフレ経済など経済変動への対
処などの対策を講じることができなかったこ
とから、地方自治体の財政的な問題は大きく
膨らんだ。市町村合併によって、人口規模を
大きくすることによって財政問題への対応を
考えたが、どこまで効果が出ているかは未知
数である。
　本稿では、地方分権のあり方を考え、その
根拠を経済理論から示し、現状の把握を通じ
て、地方自治の問題点を整理し、その対応策
として大阪を中心にして、静岡もひとつの事
例として参照しながら、都市制度を土台とし
た地方自治制度の考察と地方分権への方向性
を論じたい。
Ⅱ．既存研究から
　行政が二重行政になるあるいは非効率な活
動になるといった問題は、経済学理論からの
接近としては、ソフトな予算制約として把握
される。ソフトな予算制約はハンガリーの経
済学者・コルナイが提唱したものである。コ
ルナイの研究の焦点は、計画経済であった社
会主義諸国の非効率を説明するための根拠と
してあげたものであった。これが現在では、
公共サービスを提供する政府の非効率を説明
する理論として紹介されている。
　なお、計画経済を基礎とした社会主義国は
その後、移行経済諸国と呼ばれている。移行
経済諸国に関する研究は比較経済体制の分野
として研究されている。
　ソフトな予算制約は計画経済体制の最も重
要な遺産のひとつである。ソフトな予算制約
は損失を出した企業に対して国家によって存
続のために救済することを言う。この問題は
ミクロ経済学における家計行動で直面する予
算制約を追加の予算がないハードな予算とし
ての対比からソフトな予算制約として論じら
れた。予算制約はコルナイ（1979、1980）が
企業や組織に対して拡張し、これを東欧諸国
などの社会主義国に適用して論じたものであ
る。社会主義国の企業部門は、損失を出した
企業の救済に対し、一回限りのイベントと言
うよりも外部からの支援として金融的支援や
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援助を受ける永続的な期待となるため、ソフ
トな予算制約となっていた。実際の非効率な
企業に対する支援は、補助金、税金の滞納、
企業間の支払の滞納　銀行へのローンの延滞
などである。
社会主義崩壊後の移行経済となって、ソフト
な予算制約の伝統的な形式は任意の価格形成
や補助金といった暗黙の方法よりも新しい方
法で与えられようになった。ただし、銀行の
仲介機能が発展していないこともあり、救済
の期待はいまだ企業のインセンティブや行動
に影響している。
　移行の経済理論からはソフトな予算制約に
関して、2つの視点がある。ひとつは、ソフ
トな予算制約を外生変数として扱い、企業の
ハードな予算制約を求めているもので、もう
一方の視点は制度の進化論的なアプローチで
ある。ソフトな予算制約を制度のセットアッ
プのための内生変数と見る立場である。ハー
ドな予算制約は体制変化の結果としてのみ可
能となる。
　ソフトな予算制約が社会主義諸国あるいは
移行経済諸国を対象とした比較経済体制の分
野から議論されてきたが、市場経済諸国で
政府機関や公営企業などの非効率が問題にな
るにあたって、ソフトな予算制約をコミット
メントの欠如として契約理論の中で分析をし
たものがDewatripont and Maskin(1995)である。
銀行と企業間の取引において、情報の非対称
性が存在するアドバースセレクションモデル
を用いて、コミットメントの欠如がソフトな
予算制約を通じて資源の非効率性が生じるこ
とを指摘し、その解決のためには分権化され
たシステムの採用によって予算制約がハード
なものとなり、効率的な資源配分を達成で
きるとした。このほか、モラルハザードモデ
ルを用いた財政連邦主義の研究として、Qian 
and Roland(1996、1998)がある。政府と公的企
業間の問題を中央集権的なシステムではソフ
トな予算制約が生じるが、分権化されたシス
テムだとハードな予算制約となることを論じ
ている。Segal(1998)は独占企業モデルからソ
フトな予算制約を議論している。独占企業に
は社会的便益が生じて公営性が存在すると企
業利益がマイナスになったとしても企業存続
のため補助金が投入される期待が高まる。そ
うなれば、利益を追求するための投資を行う
よりも補助金獲得に努力するほうがコストを
低く抑えられると考えれば、ソフトな予算制
約が起こることになる。ソフトな予算制約の
理論的な研究は、総じて分権化を、その処方
箋としてあげている。ただ、ハードな予算制
約が必ずしも効率を生むわけではないことが
指摘されている。
　ソフトな予算制約の実証分析では、移行の
初期の段階では企業間信用の滞納、銀行への
支払の延滞がソフトな予算制約を考察する指
標として用いられたが、価格自由化、財政改
革などからソフトな予算制約が消失した。移
行経済となった現在では税制が企業の予算制
約をソフト化させているかを見る指標となっ
ている。
　日本を例とした実証分析では、中央政府と
地方政府間において山下ほか（2002）では地
方交付税と行政コストとの関係を分析した。
地方交付税が上昇すると救済期待を通じて努
力が低下し、コスト上昇につながることを指
摘している。これに対し林（2002）では価格
効果をソフトな予算制約としているのではな
いかとの反論もある。地方交付税と国庫支出
金との関係では、細野・藤沢（2003）によっ
て建設業界における地域別一人当たり付加価
値と補助事業費比率を検証し補助事業費が高
いほど付加価値が低くなることを指摘してい
る。地方政府と公営企業との関係では第三セ
クターを対象にした赤井（2003）、交通イン
フラに対する分析では赤井（2010）、公立病
院の分析で野竿（2004）がある。
　ソフトな予算制約が効率をゆがめてしまう
ことは、理論的にも実際の制度としてもある
いは実証分析からも確認されている。ここで、
簡単な数値例で情報の非対称性が存在する
場合、どれほどの非効率が発生するかシミュ
レーションで確認しよう。
　政府（プリンシパル）と独占企業（エージェ
ント）の取引を考える。情報が対称な場合を
ファーストベスト、情報が非対称な場合をセ
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カンドベストと呼ぶことにしよう。
企業の生産量　x
政府の収入　b
政府の効用　U
生産効率性　θ
補助金　w
生産性の異なる企業の出現する確率　p
生産性の異なる企業　i=0、1　効率な企業と
非効率な企業を仮定
留保効用　ru
と設定して、政府が企業に対して生産量を提
示し、企業が自身の生産性に基づいて生産
し、補助金を受け取るとする。企業の生産性
はファーストベストではわかっているものと
し、セカンドベストでは、わからないものと
する。
　問題の設定は次のとおりとする。なお、情
報の非対称を単純に示したため、モデルの設
定も単純化している。
対称情報
ファーストベスト
( )( )=
i
iii wxbpUmax
( ) 5.0ii xxb =
ruxw iii
非対称情報
セカンドベスト
( )( )=
i
iii wxbpUmax
( ) 5.0ii xxb =
ruxw iii
11 +ii+iiii xwxw
　政府の効用は政府の収入から補助金を差し
引いたものとする。政府の収入に特定の関数
を当てはめた。
　補助金と企業の効用との差が留保効用より
も大きい条件をおき、これが、企業の参加制
約条件となる。セカンドベストの設定で最後
の式は誘引両立制約となる。生産性 を知ら
ないまま生産量 と補助金 が決まる契約をす
る。嘘をついてより大きな補助金を得ようと
する誘引を避けるために設定される条件が誘
引両立制約である。つまり、嘘をついても得
しない条件式となる。
　シミュレーションでは生産性が0.2（効率
企業）と0.3（非効率企業）の場合と 0.1（効
率企業）と 0.4（非効率企業）の場合を推計
し、生産性の異なる企業の出現確率を0.2（効
率企業）と0.8（非効率企業）の場合と0.1（効
率企業）と 0.9（非効率企業）の場合をシミュ
レートしている。生産性は数値が小さいほう
がより効率となる。また、生産性が高まり、
生産性の格差が大きくなった場合を取り上げ
ている（表3、表4）。
表1
企業の
生産性
生産性の
異なる企
業の割合
ファース
トベスト
セカンド
ベスト
生産量 0.2 0.2 6.25 6.25
0.3 0.8 2.778 2.367
政府の収入 0.2 0.2 2.5 2.5
0.3 0.8 1.667 1.538
補助金 0.2 0.2 1.25 1.487
0.3 0.8 0.833 0.71
政府の効用 0.917 0.865
企業の情報
レント
0.237
　生産性0.2（効率企業）と0.3（非効率企業）
で出現確率が0.2（効率企業）と0.8（非効率
企業）の場合、表1を見ると、効率的な企業
の生産量は変わらない。非効率な企業の生産
量はセカンドベストで減少する。政府の収入
では効率な企業では変わらず、非効率な企業
では減少する。補助金を見ると効率な企業の
場合では増加し、非効率な企業では減少して
いる。情報の非対称性がある場合、政府は効
率的な企業に生産を促したいため、補助金を
増額し効率な企業が生産性を偽ることを避け
る行動を取っている。そのため、非効率企業
に対する補助金を減額して対応している。こ
の減額の影響として非効率な企業の生産は減
少している。政府の効用は情報の非対称のた
め、補助金を増額している影響から対称情報
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のファーストベストと比較して、減少してい
る。また、非効率企業の補助金の減額によっ
て生産量の低下も影響している。情報の非対
称性による情報レントは0.237となり、効率
な企業が受け取っている。
表2
企業の
生産性
生産性の
異なる企
業の割合
ファース
トベスト
セカンド
ベスト
生産量 0.2 0.1 6.25 6.25
0.3 0.9 2.778 2.583
政府の収入 0.2 0.1 2.5 2.5
0.3 0.9 1.667 1.607
補助金 0.2 0.1 1.25 1.508
0.3 0.9 0.833 0.775
政府の効用 0.875 0.848
企業の情報
レント
0.258
　生産性は同じで、生産性の異なる企業の割
合が変化した場合、生産性の高い効率な企業
の出現確率が小さくなったため、補助金を増
額して対応している。このため、情報レント
も表1の結果よりも増加している。
表3
企業の
生産性
生産性の
異なる企
業の割合
ファース
トベスト
セカンド
ベスト
生産量 0.1 0.2 25 25
0.4 0.8 1.562 1.108
政府の収入 0.1 0.2 5 5
0.4 0.8 1.538 1.053
補助金 0.1 0.2 2.5 2.832
0.4 0.8 0.625 0.443
政府の効用 1 0.921
企業の情報
レント
0.332
　企業の生産性が高まり、企業間の生産性の
差が大きくなった場合、効率な企業向けの補
助金を増額し、非効率な企業に対する補助金
は低く抑えている。生産性の格差が大きい場
合には補助金の支出も大きくなり情報レント
も大きくなることがわかる。
表4
企業の
生産性
生産性の
異なる企
業の割合
ファース
トベスト
セカンド
ベスト
生産量 0.1 0.1 25 25
0.4 0.9 1.562 1.331
政府の収入 0.1 0.1 5 5
0.4 0.9 1.25 1.154
補助金 0.1 0.1 2.5 2.899
0.4 0.9 0.625 0.533
政府の効用 0.813 0.769
企業の情報
レント
0.399
　生産性の差が大きいことに加えて生産性が
異なる企業の出現確率が効率企業について
0.1の場合、補助金額は最も大きくなり、情
報レントも最も大きい。生産性の高い企業の
出現が小さくなると補助金額の増額が図ら
れ、政府のコストは増大する。
　情報の非対称が存在する場合、非効率な状
況となる。さまざまな研究の成果は分権化を
解決策としている。シミュレーションにおい
て、情報の非対称を見たが、対称とした場合
と比較しても補助金額の増額が効率企業の獲
得に必要になり、政府の財政難はより深刻と
なる。情報の非対称性への対応も財政規律の
是正には必要である。
　行政の非効率にはソフトな予算制約あるい
は情報の非対称性の存在がその要因としてあ
げられる。実際の制度を前提としたとき、制
度による要因も考えなければならない。地方
自治体の最近の動向を見ても、二重行政とし
て問題が表面化しているのは政令指定都市を
中心にするもので、都市制度の影響を考える
必要がある。
　政令指定都市を中心として都市制度からソ
フトな予算制約問題あるいは情報の非対称性
問題を吟味しよう。
Ⅲ．政令指定都市
　情報の非対称性、ソフトな予算制約、これ
らを考えるうえで、都市制度を概観し、その
影響などを見ていく。二重行政の問題は権限
が重複して、財政が潤沢な自治体で起こる可
能性が高い。本節では、政令指定都市を制度
から人口・経済データまでを使って概観する。
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　表5では都市制度の概要をまとめている。
都市制度は、周辺地域を巻き込んでの経済成
長のエンジンとして期待される。
　戦後の流れから見ていこう。地方自治法
（1947（昭和22）年）と特別市制度である。
第２次世界大戦後の地方自治制度は分権化に
向けて改革が行われた。その第１段階（第１
次地方制度改革）では、東京都制について改
正が行われ、知事・市町村長の直接公選化と
区長の公選化などが規定された。
　第２段階（第２次地方制度改革）では、東
京都制を含む既存の地方制度関連法制は廃
止・統合され、新たに地方自治法が制定され
た。地方自治法では、大都市制度は、特別な
大都市制度として位置づけられた。すなわち、
第１に、五大市（大阪市、名古屋市、京都
市、横浜市、神戸市）を念頭に置いた特別市
制度が特別地方公共団体の一つとして規定さ
れた。普通地方公共団体とされた一般の市と
の相違を中心に特別市制度の概要を整理する
と、①特別市は都道府県の区域外とする、②
人口50 万以上の市につき、法律で指定する、
③行政区及び事務所を設置する、④行政区に
は公選の区長を置く、といった特徴があった。
　第２に、都は道府県と並ぶ普通地方公共団
体として位置づけられる一方で、旧来の区は
表5　大都市制度の系譜
大都市制度の系譜
1878(明治11)年 7月 三新法制定（郡区町村編制法、府県会規則、地方税規則)
1888(明治21)年 4月 市制町村制公布
1889(明治22)年 2月 大日本帝国憲法公布
3月 市制中東京市、京都市、大阪市二特例ヲ設クルノ件公布
4月 仙台市、横浜市、静岡市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、福岡市など
31市に市制施行
5月 東京市、市制施行
10月 名古屋市、市制施行
1890(明治23)年 5月 府県制、郡制施行
1898(明治31)年 10月 東京市、京都市、大阪市の市制特例廃止
1911(明治44)年 9月 市制改正(東京市、京都市、大阪市に法人区を設置)
1922(大正11)年 3月 六大都市行政監督ニ関スル法律公布
1932(昭和7)年 10月 六大都市特別市制促進協議会設置
1936(昭和11)年 1月 六大都市「東京都制並五大都市特別市制実施要望理由書」を政府に提出
10月 内務省地方局、東京都制に関する2試案を発表
1937(昭和12)年 8月 地方制度調査会発足
1942(昭和17)年 1月 六大都市「東京都制並五大都市特別市制実施要望理由書」を政府に提出
1943(昭和18)年 3月 府県制、市制、町村制改正公布6月東京都制、東京都官制公布
1945(昭和20)年 11月 五大市市長懇話会、特別市制度確立等を要望
1946(昭和21)年 2月 五大市市長議長会議「大都市制度確立に関する要望」
9月 東京都制、府県制、市制町村制改正
五大都市「特別市制法案」
1947(昭和22)年 5月 日本国憲法・地方自治法施行
12月 地方自治法改正(特別市の指定には、五大市が属する府県民全体の投票が必要)
1951(昭和26)年 10月 五大市「特別市制理由書」
1952(昭和27)年 2月 五大府県「特別市制反対理由書」
12月 五大市「大都市制度の確立に関する意見書」を提出
1953(昭和28)年 地方制度調査会設置
10月 第1次地方制度調査会答申
1956(昭和31)年 6月 改正地方自治法公布（特別市制度廃止と指定都市制創設）
9月 大阪、名古屋、京都、横浜、神戸市が指定都市に移行
出所：大杉覚（2011）
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特別区として、特別市とともに特別地方公
共団体の一つとして規定された。「都の区は、
これを特別区という」として、特別市に設置
される行政区とは区別された。特別区には同
法の市に関する規定が適用されるなど、市相
当の基礎的な自治体として位置づけられた。
　1932（昭和7）年に東京市が市域を拡張し、
旧来の15 区に新たな20 区を加えて35区と
なっていたが（いわゆる「大東京市」）、特別
区の権限拡大や戦災復興に向けた取組みの必
要性などから、1947（昭和22）年に22 区に
整理統合され、同年、1 区が独立して現行の
23区となった。
　特別市制度は、五大市側からみれば、戦前
期来の特別市制運動（府県から独立した運営
を求めたもの）が結実したものとされたが、
五大市を含む五府県側からは強い反発を招
き、両者は激しく対立した。府県側からの働
きかけなどもあって、地方自治法制定と同年
に行われた法改正では、特別市指定の法律制
定にあたって、関係都道府県の選挙人の賛否
の投票・住民投票に付さなければならないと
いう一項が新たに盛り込まれた。これにより、
当時、府県内に占める五大市の人口比率は京
都市を除いて5割を切っていたことから、五
大市への特別市制度の適用は実質的に閉ざさ
れた。
　その後も特別市制度をめぐり五府県・五大
市間で激しい対立が続いたが、結局、特別市
制度は廃止され、政令指定都市制度が地方
自治法改正により創設された。1956年、地方
自治法改正での政令指定都市制度の創設であ
る。
　政令指定都市制度は、府県・大都市いずれ
の側からも妥協的で暫定的な制度だと受け止
められ、改革に向けて活発な議論が展開され
てきたが、法制化以降大きな改革はなされず、
現在に至っている。
　政令指定都市制度の概要を見る。2015 年
末現在、指定都市は20市ある。全国民の約2 
割は政令指定都市の市民となった。政令指定
都市制度について、指定要件を概観する。
政令指定都市の指定は、政令によること、人
口50 万人以上の市が対象であることが明文
化されている。法律が出来た当時、神戸を除
いて人口増加も進んでいた。この制度自体が、
廃止された特別市制度を受けて創設された制
度であったことから、当初、政令指定都市と
して想定された都市は、五大市であった。た
だし、人口の回復が遅かった神戸を考慮して
人口は50万人となった。ただ、法律の運用で
は、「指定に当たっては、人口のみで形式的に
判断するのではなく、人口とその他都市とし
ての規模、行財政能力等において既存の政令
指定都市と同等の実態を有するとみられる都
市が指定されている」とした。
　人口規模のみに着目してみると、政令指定
都市移行時の五大市の人口規模は、最小の神
戸市が98 万人であったのを除けば、いずれ
も100 万人を超えていた。1963（昭和38）年
に合併により人口100 万人を超えた北九州市
が旧五大市に続いて政令指定都市に移行する
など、これ以降、法定の50 万人を大きく上
回る人口100 万人程度が、暫くの間、政令指
定都市移行の目安となった。
　2000 年代に入り平成の市町村合併が推進
されるようになると、合併市については人口
70 万人程度を目安として政令指定する、特
例的な運用が行われるようになった。この運
用が政令指定都市の増加を促した。
　地方自治体の法制度の変遷を見たが、ここ
で、政令指定都市側の認識を紹介し、問題点
を整理する。
1　住民に身近な基礎自治体としての役割。
　政令指定都市の常住人口は日本の総人口の
約２割に及んでいる、政令指定都市はこれら
多くの住民に対して、福祉・まちづくり・ご
み処理・義務教育・消防などの住民生活に密
着した行政サービスを提供している。
2　 都市圏における中枢都市としての役割を
担っている。
　政令指定都市は、人口や産業の集積に伴い
必要となる道路、鉄道などの都市的インフラ
の整備を図るとともに、下水道や高度情報・
通信基盤整備など企業・事業者にも高い便益
ソフトな予算制約における地方分権について
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をもたらす行政サービスを提供している。
3　 先端都市として都市行政を先導する役割
を担っている。
　政令指定都市では、人口が過密・集中して
いることに関係して、環境問題や安全安心の
問題などさまざまな都市的課題を抱えてい
る。政令指定都市はこのような課題に対し、
他に先駆けて施策を打ち出している。
4　 政令指定都市の役割に見合った税財政制
度が存在していない。
　政令指定都市は、地方自治法及び個々の法
令に基づく事務配分の特例により、道府県に
代わって多くの事務を行っているにもかかわ
らず、こうした特例事務に要する税制上の措
置が不十分である。
5　 政令指定都市には一般の市町村と同じ制
度が適用されている。
　政令指定都市は、道府県並みの行政能力を
有しており、また、固有の行政需要を有して
いるにもかかわらず、一般の市町村と同じ制
度が一律に適用され、道府県から政令指定都
市へ移譲する事務は、「特例」として部分的に
配分されるにとどまっている。
このため、道府県による政令指定都市に対す
る様々な関与が依然として残されている。こ
れが、施策を実施する上で支障となり、市民
や事業者に二重の規制や負担をかけることに
なっている。
6　道府県の役割が不明確になっている。
　都道府県と市町村の役割分担の考え方につ
いては、地方自治法上、「基礎自治体優先の原
則」を明らかにしているにもかかわらず、現
実には市町村に規模・能力が備わっている場
合でも、都道府県がその地域の事務を処理し
ている。このため、「二重行政」の弊害のおそ
れがある。
　現在の制度は、一般の市町村と同じ制度が
適用され、道府県の事務が「特例」として部
分的に与えられているに過ぎない。また大都
市の位置づけや役割が法律上明確にされてい
ないことも大きな問題である。 結果として、
道府県に事務権限が留保されていたり、道府
県の過剰な関与が残されていたりするなど、
道府県との二重行政が生じており、政令指定
都市が抱える複雑・多様な課題を、自らの判
断と責任で一体的に処理することが難しい状
況となっている。
　現行の政令指定都市制度は50年以上前に暫
定的に創設された制度である。全国の約２割
もの人口が集中し、我が国を代表する大都市
が、世界的な都市間競争や今後の人口減少社
会に対応するため、そのポテンシャルを十分
に発揮し、日本全体を牽引するエンジンとな
るには不十分な制度である。
　自立した基礎自治体への権限移譲の先行事
例となるよう、大都市が地域特性や実情にあ
わせ、広域自治体や周辺自治体と多様な連携
を行いながら、創意工夫と責任に基づく自立
的な都市経営を行うために、あるべき大都市
制度の一つの姿として、二層制の自治構造を
廃止し、大都市が、現行制度で国や道府県の
事務とされているものも含め、地方が行うべ
き事務の全てを一元的に担う新たな大都市制
度「特別自治市」の創設が必要である。
　政令指定都市の変遷は、江戸時代からの大
きな都市をまず特別扱いしたところから始ま
り、中央集権化を進めるに当たって府県レベ
ルの自治体が市町村を制度的には下部組織と
した。都道府県の下に市町村がある形を基本
型として、市レベルに業務を移譲するのは政
令指定都市などの特別な形として運用してい
る。東京、大阪、京都の三都市の特別扱いか
ら始まった制度は、東京市が東京都になり、
横浜、名古屋、神戸が加わり五大都市が特別
扱いを享受した。ただし、都道府県という形
は壊さないことが中央政府の地方自治の考え
方であるのは間違いない。政令指定都市の市
長会の提言を紹介したが、彼らはいままで特
例市＝都道府県からの完全な独立を模索して
きたが、現在においても主張は50年前から変
わっていない。
　次にデータを確認しながら政令指定都市を
概観するが、20都市が同じ基準で考えても良
いのかどうかは吟味する必要があるだろう。
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表6
類型 該当市
規模指
標偏差
値平均
中枢性
指標偏差
値平均
大規模中枢型 大阪市 68.4 68.6
規模：大 横浜市 64 53.6
中枢性：中～大 名古屋市 60 60.2
中枢型 神戸市 55.1 51.3
規模：中 京都市 54.1 53.5
中枢性：中 福岡市 53.8 56.5
札幌市 53.7 55.9
広島市 51.1 53.9
仙台市 50.2 55.8
副都心型 川崎市 57.7 46.4
中枢性：小 さいたま市 51.5 49.7
規模：中 堺市 50.6 45.7
千葉市 50.2 47.6
北九州市 50.1 49
国土縮図型 相模原市 48.7 44.8
規模：小 浜松市 48.3 48
中枢性：小～中 新潟市 48.2 50.2
静岡市 48.2 48.3
岡山市 47.7 50.2
出所： “大都市”にふさわしい行財政制度のあり方
についての懇話会（2009）
　表6では、“大都市”にふさわしい行財政制
度のあり方についての懇話会（2009）におい
て政令指定都市を分析したものである。規模
の指標と中枢を示す指標から偏差値を算出し
て政令指定都市を分類している。分析では4
つに分類し、大規模都市で地域の中枢都市と
なっている都市として、大阪市、横浜市、名
古屋市を大規模中枢型とし、規模と中枢機能
も中規模である都市として神戸市、京都市、
福岡市、札幌市、広島市、仙台市を中枢型と
し、中枢性は小さく、規模は中規模である都
市として川崎市、さいたま市、堺市、千葉市、
北九州市を副都心型とし、規模は小さく中枢
機能も小さいか中規模である都市として相模
原市、浜松市、新潟市、静岡市、岡山市を国
土縮図型として区分している。都市の規模や
機能が違う都市が政令指定都市という枠組み
ながら4区分あるというのが現状である。
推計に用いられた指標
分野 規模指標 中枢性指標
Ⅰ 人口
・人口 ・昼夜間人口比率
・人口集中地区人口密度 ・対都道府県人口比率
・人口集中地区対市域面積比率
Ⅱ 経済
・全産業事業所数 ・上場企業本社数
・製造品出荷額等 ・銀行業事業所数
・年間商品販売額 ・証券業・商品先物取引業事業所数
Ⅲ 行政
・地方公務員従業者数 ・国家公務員従業者数
・基準財政需要額 ・管区地方支分部局等数
・歳出総額
Ⅳ 情報・文化
・情報サービス業従業者数 ・放送業事業所数
・映像・音声・文字情報制作業従業者数 ・専門サービス業事業所数
・学術・開発研究機関従業者数 ・学術・開発研究機関事業所数
・広告業従業者数
ソフトな予算制約における地方分権について
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表7　昼夜間人口比率
札幌市 100.6
仙台市 107.3
さいたま市 92.8
千葉市 97.5
特別区部 130.9
横浜市 91.5
川崎市 89.5
相模原市 87.9
新潟市 101.8
静岡市 103.3
浜松市 99.7
名古屋市 113.5
京都市 108.5
大阪市 132.8
堺市 94.4
神戸市 102.6
岡山市 104.2
広島市 102.1
北九州市 102.7
福岡市 111.9
出所：国勢調査
　表7は昼夜間の人口比率である。特別区130
となっているのは昼間に特別区（東京23区）
で仕事をし、夜間は自宅のある地域に戻るこ
とを示している。東京23区と同程度の人口流
入となっているのが大阪市である。大阪市も
周辺の市町村からの流入が大きい。名古屋市
も流入が上回っている。横浜市の数値は91.5
を示し、流入が少なく、夜の人口のほうが多
い。つまり横浜市民は他都市へ働きに行き、
横浜の自宅に帰ってくる。静岡市、浜松市は
100程度を示しているので、他都市からの流
入流出は少ないことがわかる。周辺地域の中
枢機能は小さいことがわかる。大阪は流入が
大きく、横浜は流入がほとんどない。このよ
うに都市の規模もさることながら状況はまっ
たく異なることがわかる。
　この数値からいえることは行政サービスを
提供する場合、その需要量は周辺市町村を含
む需要量になるのが東京であり、大阪である
ということで、逆に横浜は提供するサービス
で十分賄えると言うことである。
表8　変動係数
埼玉県 1.551
千葉県 1.578
静岡県 1.650
兵庫県 2.032
大阪府 2.137
広島県 2.168
新潟県 2.200
愛知県 2.306
岡山県 2.478
神奈川県 2.606
福岡県 2.634
京都府 2.993
北海道 4.931
出所：各府県人口推計から
　変動係数について各政令指定都市を含む府
県内の市町村の人口から求めた。数値が大き
い方が府県内の市町村の人口規模の差が大き
いことを示している。たとえば、京都府は京
都市と言う大規模な都市のほかは小さな市町
村で構成されているということがわかる。埼
玉県は規模の差は小さく同等の規模の市町村
から構成されている。
　大阪府も人口規模の差は大きくなく同程度
の市町村で構成されていることになる。静岡
県で見ると市町村の人口規模の差は２つの
政令指定都市を抱えるにもかかわらず。大き
な差にはなっていないということを示してい
る。
表9
政令市の比率
千葉県 15.627
埼玉県 17.411
兵庫県 27.774
愛知県 30.679
新潟県 35.162
北海道 36.292
岡山県 37.436
大阪府 39.956
広島県 41.987
福岡県 48.998
静岡県 51.792
京都府 56.494
神奈川県 64.886
出所：各府県人口統計から
 
─ 76 ─
環境と経営　第22巻　第２号（2016年）
　府県内の人口規模から政令指定都市の比率
を算出した。京都、神奈川では府県内におけ
る政令指定都市の人口規模は大きく、千葉、
埼玉だと県内では20％未満の規模でしかな
い。
表10　財政力指数
23 24 25
北海道 札幌市 0.69 0.69 0.69
宮城県 仙台市 0.85 0.84 0.85
埼玉県 さいたま市 0.99 0.97 0.97
千葉県 千葉市 0.97 0.95 0.95
神奈川県 横浜市 0.98 0.96 0.96
神奈川県 川崎市 1.04 1.00 1.00
神奈川県 相模原市 0.99 0.96 0.95
新潟県 新潟市 0.69 0.70 0.72
静岡県 静岡市 0.90 0.89 0.90
静岡県 浜松市 0.86 0.85 0.87
愛知県 名古屋市 1.01 0.99 0.98
京都府 京都市 0.75 0.75 0.76
大阪府 大阪市 0.91 0.90 0.90
大阪府 堺市 0.83 0.83 0.84
兵庫県 神戸市 0.73 0.74 0.76
岡山県 岡山市 0.74 0.75 0.76
広島県 広島市 0.80 0.80 0.81
福岡県 北九州市 0.69 0.69 0.70
福岡県 福岡市 0.84 0.84 0.85
熊本県 熊本市 0.67 0.66 0.68
出所：総務省
　表10は各政令指定都市の財政力指数を見た
ものである。平成23年から平成25年までを記
載している。財政力指数は、地方自治体の財
政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財
政需要額で除して得た数値の過去３年間の平
均値である。1を超えると地方交付税の不交
付団体となる。
　平成25年の指標を確認すると、政令指定都
市では1である団体が川崎市、0.8以上が仙台
市、さいたま市、千葉市、横浜市、相模原市、
静岡市、浜松市、名古屋市、大阪市、堺市、
広島市、福岡市である。0.8以下の政令指定
都市は札幌市、新潟市、京都市、神戸市、岡
山市、北九州市、熊本市となっている。
表11　経常収支比率
23 24 25
北海道 札幌市 94.0 94.3 92.3
宮城県 仙台市 101.6 96.5 97.3
埼玉県 さいたま市 92.3 92.8 94.5
千葉県 千葉市 96.3 97.5 95.5
神奈川県 横浜市 94.0 95.6 94.3
神奈川県 川崎市 96.9 99.4 97.8
神奈川県 相模原市 95.4 95.4 97.0
新潟県 新潟市 88.8 91.2 92.2
静岡県 静岡市 91.0 91.5 91.1
静岡県 浜松市 87.7 89.6 90.7
愛知県 名古屋市 99.8 99.8 100.2
京都府 京都市 98.8 100.3 100.3
大阪府 大阪市 99.5 101.9 98.3
大阪府 堺市 95.5 96.7 96.3
兵庫県 神戸市 96.1 91.5 95.1
岡山県 岡山市 87.4 88.2 87.5
広島県 広島市 96.9 96.8 96.4
福岡県 北九州市 95.6 97.7 95.6
福岡県 福岡市 90.9 91.7 90.8
熊本県 熊本市 90.5 89.1 89.5
出所：総務省
　表11は経常収支比率を政令指定都市の平成
23年から平成25年を見たものである。
　経常収支比率は地方税、普通交付税のよう
に使途が特定されておらず、毎年度経常的に
収入される一般財源（経常一般財源）のうち、
人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常
的に支出される経費（経常的経費）に充当さ
れたものが占める割合である。
　また、財政構造の弾力性を測定する指標で
あり、低ければ低いほど財政運営に弾力性が
あり、政策的に使える資金が多くあることを
示している。
　京都市、名古屋市が100を示しているのは
政策的に使える資金はないことを示して、独
自の施策を行うための資金が足りないことに
なる。平成25年の比率を見ると80％台が岡山
市、熊本市で、ほかの都市は90％台を示して
いる。ほとんどの都市で独自の政策を行うこ
とが難しい財政となっている。
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　政令指定都市を含む府県と東京都の財政力指数である。政令指定都市の財政力指数のほうが大き
い。府県レベルの行政では市町村の規模の違いが財政に影響している。行政サービスはナショナル
ミニマムとして、必要最低限を全国一律に提供することが求められる。財政規模の小さな市町村で
も政令指定都市と同様の行政サービスが求められる。特に所得分配に関する業務は格差をつけるこ
とが出来ない。こうした影響もあるだろう。
　経常収支比率の政令指定都市の含む道府県のデータである。東京都も参考のため記載している。
平成25年の政令指定都市データでは90％台の指標が多い。府県レベルでも政策的な施策を行う財政
的な余裕はあまりないことがわかる。
表12　財政力指数
20 21 22 23 24 25
東京都 1.40598 1.34069 1.16170 0.96085 0.86449 0.87052
静岡県 0.76583 0.75568 0.71483 0.67798 0.66723 0.68362
大阪府 0.82541 0.80766 0.75983 0.71815 0.71737 0.72787
北海道 0.40141 0.39658 0.38763 0.38271 0.38241 0.38903
宮城県 0.54295 0.53843 0.52186 0.50519 0.50292 0.52562
埼玉県 0.76926 0.77708 0.75525 0.74039 0.73265 0.74636
千葉県 0.80058 0.79661 0.77398 0.75227 0.74513 0.75485
神奈川県 0.96267 0.96631 0.93772 0.91292 0.89979 0.91340
新潟県 0.43743 0.42668 0.40404 0.38665 0.38531 0.39822
愛知県 1.09710 1.07379 1.00383 0.93440 0.92574 0.92681
京都府 0.65084 0.63844 0.60998 0.57038 0.55732 0.54959
兵庫県 0.63054 0.63227 0.60571 0.58789 0.58398 0.59521
岡山県 0.57053 0.54799 0.51404 0.47999 0.47077 0.47525
広島県 0.62862 0.61931 0.58404 0.55396 0.54627 0.55590
福岡県 0.62905 0.61949 0.59674 0.57609 0.57224 0.58133
熊本県 0.39524 0.38869 0.37039 0.35605 0.35207 0.36218
出所：総務省
表13　経常収支比率
20 21 22 23 24 25
東京都 84.1 96.0 94.5 95.2 92.7 86.2
静岡県 92.5 93.3 89.7 94.9 94.2 92.9
大阪府 96.6 96.9 91.3 97.0 97.2 98.7
北海道 96.1 96.3 94.2 95.7 95.1 95.0
宮城県 94.0 94.2 88.2 93.3 93.1 96.1
埼玉県 95.8 97.1 93.3 96.9 96.0 94.8
千葉県 97.8 97.1 92.6 94.7 95.7 91.7
神奈川県 97.8 97.9 93.9 95.0 94.6 92.3
新潟県 93.7 93.8 92.4 93.7 93.8 95.3
愛知県 89.1 100.1 94.5 102.5 100.6 98.7
京都府 96.9 95.8 93.6 95.4 95.0 94.2
兵庫県 99.1 98.3 94.5 99.3 98.8 97.3
岡山県 97.9 95.7 89.4 92.0 93.4 91.4
広島県 93.7 92.2 89.4 90.9 91.7 90.1
福岡県 96.2 95.1 92.9 94.9 95.0 95.4
熊本県 99.8 96.3 90.8 93.1 95.0 94.0
出所：総務省
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県民所得の推移　各政令指定都市
千葉市
川崎市
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出所：県民経済計算（内閣府）
　“大都市”にふさわしい行財政制度のあり方についての懇話会（2009）において政令指定都市を4
つに区分した。その区分を参考にして各都市の県民所得を2007年から2013年までをグラフに示した。
4つの区分における各都市はおおよそ同じ規模の県民所得を有している。規模と中枢について指標
を作成した区分を参考にして都市の県民所得を見ても、その差は明確に存在する。
図1
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　図1では国と地方自治体の制度の概要を図
にしたものである。
　都道府県がありその下部に市町村が存在す
る形が基本となるが、都市の規模によって特
例市（現在は、法律の改正に伴い廃止され施
行時特例市という）、中核市、政令指定都市
となる。特例市は廃止されているので、中核
市、政令指定都市は国へ申請し都道府県との
協力の下で設置できる。中核市は人口20万人
程度で申請が出来る。政令指定都市は2001年
以降の平成の市町村大合併の際に人口70万人
でも申請が可能となり、静岡市のような70万
人程度の都市も政令指定都市となっている。
都市制度の改革あるいは地方制度の改革は２
つの流れが存在する。ひとつは政令指定都市
を特別区にして政令指定都市をなくし、府県
レベルで統一した行政サービスを行うもので
ある。これは大阪都構想の着想でもある。次
に政令指定都市は権限移譲が府県の7割程度
であるため二重行政の温床となっている。さ
らに財政的な手当ては、なされていないため、
都市経営が困難であると政令指定都市市長会
の主張でもある。市長会は政令指定都市の完
全な府県からの独立を主張し特別自治市の設
置を求めている。政令指定都市が府県から完
全独立する流れである。
　政令指定都市の創設は大阪市、京都市、神
戸市、横浜市、名古屋市の五大都市からの要
望と五府県の要望から設置されたのが政令指
定都市だったため、双方からの意見を取り入
れたので中途半端な制度になっている。府県
からの業務を7割引き継いで府県の影響を完
全には排除できていないため、独立した市政
はできない。府県も独立されてしまえば政令
指定都市内についてはまったく政策的な影響
力を行使できなくなり、政策的投資が出来な
い。大阪府・大阪市でも問題になったのが交
通インフラを整えようにも権限の関係で道路
が寸断されることにあった。
　財政においても市町村では住民税、固定資
産税が主な税収となっている。政令指定都市
も大差なく、税源が2つの税収で賄われる割
合が高い。都道府県では都道府県民税、事業
税、地方消費税が税収の大きな部分を占める。
所得の変動が直接税収の変動に結びつく。安
定的な税収は地方においては難しく、社会保
障などの所得分配に関する業務を行う場合、
税収の減少が所得分配に影響してしまう。加
えて、景気の悪化は社会保障費を増加させる。
財政運営において、政令指定都市はその権限
に見合ったものになっていない。
　現在の中途半端な制度では責任の所在やソ
フトな予算制約の問題が生じて効率的な運営
が出来ない。政令指定都市を廃止して特別区
にするか政令指定都市を特別字自治市に格上
げするかどちらにしても統治機構改革は必要
であろう。
Ⅳ．大阪都構想と静岡型県都構想
　行政の改革は業務の量と財政とのミスマッ
チの問題が地方を疲弊させている要因のひと
つでもある。地方からの改革の波は大阪都構
想をはじめ中京都構想、新潟州構想、静岡県
都構想などが提言されている。実際に施策が
進んでいるのは大阪都構想のみで、中京都構
想、新潟州構想は完全に議論が止まっている
状況である。静岡県都構想は現職知事が主張
していることもあって今後の動きに注目した
い。改革の波を見るために大阪都構想を例に
しよう。静岡県都構想は大阪都構想の着想に
影響を受けている部分と政令指定都市市長会
で主張している特別自治市の着想も含めてい
るので、行政改革案として非常にユニークな
存在でもある。そこで、静岡県都構想の紹介
もあわせて進めていく。
　まずは大阪市の特徴を考えてみよう。前節
において政令指定都市を概観した。大阪市の
特徴は昼間比率の高さにも現れているよう
に、人口の流入が大きい。このため、交通イ
ンフラは他市町村の人々が大阪市内へ通勤・
通学のために利用することになる。大阪市地
下鉄は名前が示すとおり、大阪市の税収で運
営される。利用者は周辺市町村を含むのでコ
ストを賄う税収は不足するのは当たり前でも
ある。ところがこれまで、大阪府と大阪市は
協力関係になかった。歴史的な経緯からはじ
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める。
　大阪においては江戸時代以前、「天下の台
所」と言われ、堂島の米会所のコメ市場で全
国のコメ価格が決定していた経済の中心の都
市であった。コメ以外にもさまざまな財が大
阪に運ばれ、加工し江戸へ移出された。大阪
には各藩の蔵屋敷が並び大阪商人たちは大名
を相手に両替商を営む者もいた。江戸後期に
なると地廻り経済圏の発展があった。地廻り
とは江戸周辺などの地域経済を言う。地域経
済の発展から大阪への財の流入は減少した
が、大阪経済が全国でも大きい存在となって
いたのは変わらなかった。
　幕末から明治維新以降にかけて、政府によ
る御用金という強制的な債券の購入、旧藩債
の切捨て、蔵屋敷の廃止、銀目廃止があった。
東京を中心とした金貨経済圏と大阪を中心と
した銀貨経済圏が存在したが、明治政府は国
際的な動きもあって金本位制に移行を望み、
国内の貨幣も金貨を中心に流通させようとし
た。これまで銀貨によって決済をしていた大
阪商人たちは銀貨が無価値になるのを恐れ、
両替商に殺到した。さらに、大名に資金を融
通していた大阪の両替商たちは、旧藩債の切
捨てによって、倒産の憂き目に会い、大阪経
済に打撃を与えた。
　その後、紡績業や機械工業などの外国技術
を導入した大型工場が建設され、在来型産業
とも共存し、経済成長が始まった。近代化
学工業なども定着し東京を凌ぐ都市となって
いった。繊維業、機械工業、電力業、電気製品、
鉄道事業など次々と新しい産業が大阪の経済
を成長させた。大阪の都市計画の最大の功労
者が大大阪時代を築いた関一（はじめ）であ
る。関一は、一橋大学出身でドイツに留学し
社会政策を学んだ。その後、一橋大学教授を
務め、1914年大阪市助役に就任し、大阪築港、
市街電車の拡充を行った。1923年、第7代大
阪市長に就任した。関は都市計画を重視し、
都心部をビジネスセンターにして都市の経済
機能を高め、郊外に住宅地を開発し、高速鉄
道によって都心と郊外を結び都市の分散を進
めた。また、緑地を保存し住宅と居住環境を
保全し「住み心地よき都市」の建設を目指し
た。関の政策は、土地の公的規制を強め、交
通機関などの地域独占の強い事業は公営にす
べきとした。御堂筋が出来たのもこの考え方
であったからである。それから、生活水準向
上のため社会事業・社会政策にも積極的に実
施している。
　このほか、中央集権的な自治制度に対して
都市の自治権の拡張を主張し、公営事業の収
益主義的経営の拡充、下水や道路の建設に際
して受益者負担金の徴収による利益原則の重
要性を強調した。このほか、自主財源の拡張
や特別市の設置を国に求めている。
　その後、高度経済成長期には万博も開催さ
れ、経済は活況となる。大阪の主要産業であっ
た繊維が低成長期以降、衰退するとともに大
阪の経済の地盤沈下も進んだ。バブル以降、
東京一極集中に拍車がかかり大阪に本社を置
いていた企業も東京へ移ってしまった。2000
年以降、今後の大阪をどうするかとなったと
きに、府市連携し行政サービスを考えようと
した。2000年頃に、太田房江大阪府知事（当
時）が大阪府と大阪市の統合を掲げた大阪新
都構想を唱えて、2001年の「大阪府行財政計
画」に「大阪都」という言葉が表現されてい
る。しかしながら、これは、頓挫した。2010
年の大阪維新の会の出現から大阪の改革が始
まった。2012年には国政に進出している。改
革の始まりは大阪都構想に関わる法律が国会
で成立したことが大きい。
　2012年8月29日、大都市地域における特別
区の設置に関する法律（大都市地域特別区設
置法）可決された。
　大都市地域特別区設置法は、地方自治法に
おいて特別区の設置を都（東京都）に限定し
ていたものを、他の道府県にも開いたもので
ある。
　大都市地域特別区設置法の定める特別区設
置の手続きについては特別区設置協議会（法
定協）での協定書の作成。
　特別区設置を目指す関係道府県および関係
市町村の間で、特別区の設置に関する協定書
の作成その他特別区の設置に関する協議を行
う協議会を設置する。
　関係道府県および関係市町村の議会の承認
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を得る。
　関係市町村の住民投票での過半数の賛成を
得る。
が必要である。
　人口要件については、特別区の設置ができ
る場合を、「人口200万人以上の政令指定都市」
または「政令指定都市とその政令指定都市に
隣接し同一道府県内にある隣接市町村の人口
の合計が200万人以上である場合」に限定し
ている。この法律の求める人口要件を満し、
かつ設置可能な道府県は、北海道（札幌市と
その隣接市町村）・埼玉県（さいたま市とそ
の隣接市町村）・千葉県（千葉市とその隣接
市町村）・神奈川県（横浜市単独、もしくは
横浜市と川崎市、もしくは横浜市と川崎市
とその隣接市町村）・愛知県（名古屋市単独、
もしくは名古屋市とその隣接市町村）・京都
府（京都市とその隣接市町村）・大阪府（大
阪市単独、もしくは大阪市と堺市、もしくは
大阪市と堺市とその隣接市町村）・兵庫県（神
戸市とその隣接市町村）の8道府県のみであ
る。
　大阪の例では、2015年5月住民投票が行わ
れたが、否決され、現在に至っている。
　大阪都構想の内容を概観しよう。
　大阪都構想は特別区を設置して行政サービ
スの供給のあり方を変えるものであるが、そ
の前にさまざまな施策がなされている。いく
つかの着想を紹介する。
　現在、実現されていることで特筆すべきは
府市連携が出来ていると言うことであろう。
　大阪市が建設し破綻していたワールドト
レードセンタービルディングを大阪府が買い
取った。これまで何かと府市が対立を繰り返
してきたが知事と市長が連携に前向きな状況
から解決が進んでいる。
　基本的な改革の流れは、府市の職員と外部
の専門家からなるプロジェクトチームが部局
のヒアリングを行い、データ収集、分析し行
政報告書にまとめ、現状を認識し改革の評価
を行った。大阪都構想のエッセンスはアドバ
イザーを勤めた上山・紀田（2015）がポイン
トを整理している。今後への布石、問題の解
決、行政が主体、社会が主体と4つに区分し、
インフラ戦略、成長戦略、行政改革、社会政
策と問題を整理し対応している。細かな施策
は文末に表を掲載した。
大阪都構想に向けての改革
 
出所：上山・紀田（2015）
　インフラ戦略は、鉄道、道路、空港、港湾
などの産業インフラを中心に投資を行う部分
である。財政学の言う財政の機能のひとつで
ある、資源配分の役割を果たすものである。
成長戦略は1人当たりの所得を上げるための
規制緩和や支援である。
　行政改革では、時代に合わせた事務・事業
の廃止や効率化、職員数の抑制、情報公開、
IT化などである。
　社会政策では、教育、福祉、医療、介護な
どを指す。生活保護のあり方を見直し、現役
世代への投資などである。
　改革の特徴としては、株式などの資産を売
却し資金調達を実行し、必要なインフラ投資
の原資として利用する資産の組み換えがあ
る。住民サービスを見直し、設備更新や接客
サービスの改善が図られた。また、地下鉄運
賃の値下げ、地下鉄の終電延長、売店民営化
も行われた。教育予算が大幅に拡充し、中学
校の給食事業が行われている。
　税の公平な配分として、補助金の支給方法
を見直し、学校単位での支給を家庭向けのバ
ウチャーとし、高齢者向けに一律に行ってい
た水道料金や税の減免を見直している。施策
について府民・市民の目に触れるよう情報公
開に努めた。情報の非対称性によって非効率
な状態が引き起こされるため情報の非対称を
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なくす施策は効率的な運営に必要不可欠であ
る。公共事業や治水対策の見直しを行い、収
入の範囲内で予算を組むことを徹底した。国
の制度の見直しを働きかけた。たとえば、教
育委員会制度などが上げられる。
　具体的な施策を紹介する。
　関西空港問題の経緯を紹介する。関空は
1994年に開港し、開港以来、就航数や旅客数
は伸びてはいたが、国内線の大半が伊丹空港
（大阪国際空港）を利用したため、乗り継ぎ
便を国際線に取り込めなかった。関西空港株
式会社（当時）は空港建設のための人工島の
埋め立てコストを負担し、約1.2兆円の負債
を抱えていた。このため、エアライン誘致の
ために着陸料を引き下げることが出来なかっ
た。24時間空港といわれた空港が十分にその
機能を生かされないまま運営されていた。関
一が大阪の街づくりで最初に行った仕事は築
港であり、交通インフラの整備であった。大
阪の経済発展からも空港の整備は必要不可欠
であった。
　2012年、関空と伊丹を合併させ、経営統合
が実現された。当時の伊丹空港は国が管理者
で実質的に黒字経営を続けていた。また、伊
丹空港のターミナルビルは周辺自治体と民間
企業が出資する別の株式会社（大阪ターミナ
ルビル株式会社）が運営していた。ターミナ
ルビルの管理会社も伊丹と関空の合併に吸収
される形で経営統合された。
　これにより、負債の大きさに見合うキャッ
シュフローを確保でき、財務が健全化した。
　また、国内便の効率的な振り分けや、資材
調達のコスト軽減なども可能となった。新た
な関西空港会社（新関西空港会社）は着陸
料の引き下げや先行投資が可能となり、成長
の兆しが見え始めている。今ではローコスト
キャリア（LCC）の最大乗り入れ空港となっ
ている。2009年から2014年までにLCCの便数
は9倍に伸び、2009年から2013年目での間、
入国外国人数は72％の増加となっている。
　こうして、府市連携や投資先の吟味や財政
の見直し、補助金の渡し方の変更などで大阪
は変わりつつある。
　大阪以外の改革案を見てみよう。2015年10
月、静岡県では静岡型県都構想を発表してい
る。この構想では大都市特別区設置法の改正
を求め、県庁所在地の政令指定都市を特別区
に再編することを求めている。具体例では、
静岡市に当たる。政令指定都市制度は県の業
務の7割を移譲されるため、二重行政になり
やすい。大阪都構想も二重行政解消のため政
令指定都市を特別区にするとしている。静岡
市長の言葉を借りれば「思いつきの発言」と
もいわれるが、実際の実現可能性は低いとい
わざるを得ない。現行の法律では人口要件が
200万人であることで、静岡県はその要件を
満たさない。静岡型県都構想は静岡市を特
別区にするといっているが浜松市には言及し
ていない。浜松市に関しては政令指定都市市
長会が主張する特別自治都市とするようであ
る。特別自治都市は県から完全に独立するも
ので、全国でも実現できていない制度である。
政令指定都市が中途半端な制度であるため、
政令指定都市制度をどうするかと言うのは長
年の問題意識でもある。大阪市は特別区設置
を選んでいるが、ほかの政令指定都市は特別
自治市を求めている。その折衷案が静岡型県
都構想である。このアイディアがどうなるか
が都市制度の変遷にも影響するのではないだ
ろうか。
Ⅴ．まとめ
　本稿ではまず、理論的なまとめとしてソフ
トな予算制約、情報の非対称性をトピックス
として掲げた。理論的な分析の結論は分権化
であり、情報の開示やインセンティブをどう
契約の中に取り込むのかという問題になる。
次に実際の都市制度から政令指定都市を中心
に述べた。政令指定都市は、五都市を特別視
するために府県との妥協において生まれたも
のである。完全に府県から独立するのではな
く、7割程度の権限移譲となっている。ただ
し、税収はほかの市町村と同じで大都市とし
て行政需要を十分に賄えるだけの財政的裏づ
けはない制度となっている。このため、政令
指定都市は特別自治市としての府県からの独
立を求めている。大阪都構想に見る大阪の動
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きは大阪市という都市の需要の大きさと比較
して、税収は少ないと言う現状から生じたも
ので横浜市だとまったく違う事情となってい
る。大阪の事情は大阪の問題ではあるが、政
令指定都市が抱える問題は20都市共通してい
る。ただし、政令指定都市は、平成の大合併
で基準を緩和して増加させたこともあって、
本当に政令指定都市として認可していいのか
と言うことも吟味する必要があるだろう。
　大阪都構想を例に挙げた。地方自治体の改
革は大阪以外進んでいない。最も大きい理由
は大阪府知事と大阪市長が同じ方向を向い
ていること、国政政党になったことで霞ヶ関
に圧力を掛けられること、第三者と府市の職
員が問題の確認とのその解決策を公開の場で
行っていることなどが上げられよう。
　理論的な結論である分権化や情報の非対称
性の解消を現実の政策として垣間見ることが
出来る。ただ、大阪の問題を全国の残る19都
市に当てはめるわけにはいかない。税制の改
革や府県レベルと市町村レベルの役割分担、
基礎自治体＝市町村の人口規模が適正なのか
どうか、このままの制度で運営可能か、可能
でなければ何をどう変えるべきか。
　日本の地方自治体の経営は夕張市を見るよ
うに持続可能ではない。分権化をより進める
ことがその処方箋となる。ではどうするか。
次のテーマとしたい。
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